
受理番号

電気工作物の溶接士技能評価申請書 

申請書番号    ABC-123  

申  請  日   20ＸＸ年 ○月 ◆日 

一般財団法人 発電設備技術検査協会 

認証センター 御中 

 住所 〒123-4567 ○○県○○市○○町 1丁目 1番 1号 

   名称  株式会社○○○ △△工場 

代表者役職及び氏名        工場長    発電 太郎   印 

 電気工作物の溶接に係わる認証規程（PCC-1402）第２１条の規定により、次のとおり溶接士技能の評価を受けたい

ので申請します。申請にあたり、承認に係わる規程等の要求事項を遵守し、溶接士技能の評価に必要な全ての情報

を提供することに同意致します。 

溶接施工工場の名称及び所在地 
株式会社○○○ △△工場 
〒123-4567 ○○県○○市○○町 1丁目 1番 1号 

溶接管理プロセス認証取得の有無 認証取得の有無 ■有 □無

試 験 を 行 う 資 格 及 び 人 数 

Ｔ Ｗ－３ｒ Ｒ－１  ３名 
Ａ Ｗ－４ｒ Ｆ－４  ３名 
Ｔ Ｗ－４ｒ Ｒ－５  ３名 

溶接士技能確認試験の認証基準 
電気工作物の溶接部に関する民間製品認証規格（火力）（TNS-S3101-2017） 

■8.4「溶接士の承認／認証、更新」

□8.5「その他の評価基準」（   ）（２） 

評 価 を 受 け よ う と す る 

検 査 項 目 

■ 溶接士技能確認試験の内容確認 

■ 材料検査、開先検査、溶接作業 

■ 外観検査 

■ 刻印移し替え

■ 機械試験 

評価を受け よ う と す る場所 

及 び 予 定 時 期 （ 年 月 ） 

■ 工 場 （ 20●●年 △月～20●●年 △月 ）

■ その他 [試験項目：機械試験  場所：△△試験場 
  所在地△△県 ●●市 □■区 1234 ] 

（ 20●●年 □月～20●●年 □月 ） 

電気工作物の溶接士技能承認証明

書（カード式）の申し込みの有無 

【 オ プ シ ョ ン ； 有 料 】 

■有（有料） □無

記入上の注意 

１． 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 

２． 「その他の評価基準」の場合、（ ）に当該評価基準を特定しうる情報（評価基準の名称、根拠文書の番号及び発行日等）を記載するこ

と。 

JAPEIC-MS&PCC 

受 理 印 

他認証機関でプロセスを取得されて

いる場合も、ご申請頂けます。 

検査項目は、「材料確認」や「機械

試験」などの名称、または、「Ｍ」，

「Ｔ」などの記号で記載して下さい。 

(PCF1422-101C R  ) 
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申請書番号  ABC-123 

改訂 ０  提出日20ＸＸ年 ○月 ◆日 

溶接士技能確認事項（ １ ／ １ ） 

溶接施工工場の名称 株式会社○○○ △△工場 

受験

番号 
氏  名 

技能確認事項の区分                

溶 接 方 法 
試験材及び 

溶 接 姿 勢 

溶接棒、溶加 

材又は心線 
その他 

１  １ ２  ３  ４  ５ 

（記入上の注意） 

・用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 

受理番号 

（PCF1422－102C R  ） 
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溶接士技能確認事項の各番号の記載要領及び例は以下の表の通りです。 

記載項目 記載要領 記載例 

１ 

（氏名） 

・技能確認試験を受験する溶接士の氏名を記載。 ・発電 次郎 

２ 

（溶接 

  方法） 

・発電用火力設備の技術基準の解釈(以下「火技解釈」という。) 

別表第7「溶接方法の区分」及び手溶接士については同別表第

13「手溶接士の技量試験事項」に掲げる溶接方法の区分の記

号を記載。 

・資格表示は下表「溶接方法の表示方法」による。 

・A 

・T 

３ 

（試験材 

及び溶接 

  姿勢） 

・手溶接士の場合、火技解釈別表第 13「手溶接士の技量試験事

項」に掲げる試験材及び溶接姿勢の区分の記号を記載。 

・手溶接士の場合、溶接姿勢「ｆ、ｖ、ｈ、ｏ」については、

まとめて標記できるが、試験はそれぞれに受験すること。 

・自動溶接士の場合、記載不要。 

・W-3e 

・W-4r 

・W-2fvh 

４ 

（溶接棒、

溶加材 

又は心線） 

・手溶接士の場合、火技解釈別表第 13「手溶接士の技量試験事

項」の溶接棒、溶加材（ウェルドインサートを含む）又は心

線の区分に応じ、下表の「溶接材料の区分と作業範囲」を参

考に記号を記載。 

・手溶接士の場合で区分に該当しない場合は、当該銘柄（商品

名）を記載。 

・自動溶接士の場合、記載不要。 

・F－4 

・R－5 

・E－1 

・MG-S9Cb 

５ 

（その他） 

・その他、特記すべき事項が有る場合に使用する。 
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溶接方法の表示方法 

溶接方法

の表示 
可能な溶接方法 

同一区分とみなす

溶接方法の区分 

手

溶

接

士 

Ａ 被覆アーク溶接（両側溶接または裏当て金を用いる片側溶接） ― 

Ａ０ 被覆アーク溶接（両側溶接及び片側溶接） Ａ 

Ｇ ガス溶接 ― 

ＴＦＢ 裏当て金を用いる初層ティグ溶接（半自動含む） ― 

ＴＦ 初層ティグ溶接（半自動含む） ＴＦＢ 

ＴB 裏当て金を用いるティグ溶接（半自動含む） ＴＦＢ 

Ｔ ティグ溶接（半自動含む） ＴＦ , ＴＦＢ , ＴB 

Ｍ ミグ溶接（両側溶接または裏当て金を用いる片側溶接） ― 

Ｍ０ ミグ溶接（両側溶接及び片側溶接） Ｍ 

ＰＡ プラズマアーク溶接 ― 

自

動

溶

接

士 

Ｊ サブマージアーク溶接 ― 

ＥS エレクトロスラグ溶接 ― 

ＥＧ エレクトロガス溶接 ― 

ＳＴ 自動ティグ溶接 ― 

ＳＭ 自動ミグ溶接 ― 

ＳＰＡ 自動プラズマアーク溶接 ― 

溶接材料の区分と作業範囲 

溶接材料 
溶接棒・溶加材・心線

の区分 

記載する記号 

（資格表示） 

試験に使用する 

溶接材料の区分 

認められる溶接材料の

区分の作業範囲 

被覆アーク 

溶接棒 

F-0 F-0 F-0 F-0 

F-0及び F-1 F-1 F-1 F-0及びF-1 

F-0から F-2 F-2 F-2 F-0からF-2まで 

F-0から F-3 F-3 F-3 F-0からF-3まで 

F-0から F-4 F-4 F-4 F-0からF-4まで 

F-5 F-5 F-5 F-5 

ガス溶接棒 
F-6-1 F-6-1 F-6-1 F-6-1 

F-6-2 F-6-2 F-6-2 F-6-2 

被覆アーク 

溶接棒 
F-40X F-41 F-41からF-45まで F-41からF-45まで 

溶加材 

R-1X R-1 
R-1からR-4-2まで 

及びR-10 

R-1からR-4-2まで 

及びR-10 

R-5X R-5 R-5からR-8まで R-5からR-8まで 

R-20X R-21 R-21からR-23まで R-21からR-23まで 

R-30X R-31 
R-31からR-34まで、 

R-36及びR-37 

R-31からR-34まで、 

R-36及びR-37 

R-40X r-41 R-41からR-45まで R-41からR-45まで 

R-51 R-51 R-51 R-51 

心線 

E-1X E-1 
E-1からE-4-2まで 

及びE-10 

E-1からE-4-2まで 

及びE-10 

E-5X E-5 E-5からE-8まで E-5からE-8まで 

E-20X E-21 E-21からE-23まで E-21からE-23まで 

E-30X E-31 
E-31からE-34まで、 

E-36及びE-37 

E-31からE-34まで、 

E-36及びE-37 

E-40X E-41 E-41からE-45まで E-41からE-45まで 

E-51 E‐51 E-51 E-51 
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溶 接 士 技 能 確 認 試 験 実 施 要 領 書 

本要領書の図書番号 12345－0 改訂番号 0 

技  能  確  認  事  項  の  区  分 
受験者数 

溶接方法 試験材及び溶接姿勢 溶接棒、溶加材又は心線 そ の 他 

１－１ １－２ １－３ ２  名 

試 験 材 溶接棒、溶加材若しくはウェルドインサート又は心線 

材料規格 寸法（㎜） 
溶接方法 

の区分 
銘 柄 規 格 

溶接材料 

の区分 
備  考 

３－１ ３－２ ４－１ ４－２ ４－３ ４－４ 

シ  ー  ル  ド  ガ  ス 溶 接 機 

種 類 
(混合ガスの場合は混合比(％)を記載) 

５－１ 種 類 ６－１ 

流量（ℓ／min） ５－２ 交直流の別及び極性 ６－２ 

裏面からのガス保護 有 無   ５－３ TF又はTFBの場合における初層部以外の

溶接士の氏名及び資格 

機 械 試 験 氏 名 資 格 

試験の種類 
試験片の個数 

個数/人×姿勢×人数=合計(個) 
８－１ ８－２ 

側曲げ 

表曲げ ７－１ 

裏曲げ 

曲げ試験方法及び曲げ半径 

７－２ 

溶 接 

条 件 

溶接方法 

の区分 

試験材及び 

溶接姿勢 

棒径 

(㎜) 
電流(A) 電圧(V)  層間温度(℃) 

 別紙 のとおり ９－１ 

積  層  方  法  （ 図  示 ）  別紙 のとおり   ９－２ 

試験材及び開先部の形状・寸法、取り付け方法及び試験片採取位置（図示）  別紙 のとおり   ９－３ 

試験片の形状・寸法（図示）  別紙 のとおり   ９－４ 

そ の 他 

 １０ 

試験内容の確認結果 確  認  者（サイン又は印） 確  認  日 

適用規格に（■適合，□不適合） 

１１－１ 

発電 一郎 
（溶接管理技術者等） 

１１－２ 

20xx年○月○日 

１１－３ 

申請書番号：  ABC-１２３     

（PCF1422－103C R  ） 

発
電 
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溶接士技能確認試験実施要領書の各番号の記載要領及び例は以下の表の通りです。 

記載項目 記載要領 記載例 

１－１ 

１－２ 

１－３ 

・それぞれの項目について溶接士技能確認事項のとおりに資格表

示の記号を記載。 

・T 

・W-4r 

・R-1 

２ ・同じ区分について受験する人数を記載。 ・3人 

３－１ 

３－２ 

試験材の種類はその溶接に適したものを使用すること。 

・JIS等の規格と材質の種類の記号を記載する。 

・試験材が板の場合、厚さの公称寸法又は加工後の寸法を記載。

加工する場合は加工前の厚さを（ ）内に記載。 

・試験材が管の場合、外径と厚さの公称寸法又は加工後の寸法を

記載。加工する場合は加工前の厚さを（ ）内に記載。 

・JIS G3456 STPT410 

・25㎜（28㎜） 

・φ 216.3 × 21.0

（23.0） 

４－１ 

４－２ 

４－３ 

４－４ 

・溶接士技能確認事項の「溶接方法」のとおりに記載。 

・試験に用いる溶接材料の銘柄（商品名）を記載。 

・サブマージアーク溶接では心線及びフラックスの銘柄(商品名)

を記載。 

・試験に用いる溶接材料のJIS等の規格を記載。 

なお、規格該当品等の場合は、規格の後に「該当」と明記する

こと。 

・規格がない場合は、「－」と記載。 

・使用する溶接材料を火技解釈別表 18「溶接棒の区分」、同別表

20「溶加材若しくはウェルドインサート又は心線の区分」によ

り区分を記載。 

・T 

・TG-S50 

・US-36/G-80 

・JIS Z3316 YGT50 

・R-1 

５－１ 

５－２ 

５－３ 

試験に使用するガスはJIS Z3801(1997)の規定による。 

・1種類の場合はガスの種類を記載。 

・2種類以上の場合はガスの種類と（ ）内に混合比を％で記載。 

・シールドガスを使用しない場合は、「－」を記載。 

・ガス流量の計画値をℓ /min単位で記載。 

・シールドガスを使用しない場合は、「－」を記載。 

・裏面からのガス保護を行う場合は、「有」に○、又は「無」と

記載。（裏面からのガス保護は酸化防止のために必要とする場

合のみ実施できる。） 

・裏面からのガス保護を行わない場合は、「無」に○、又は「有」

と記載。 

・アルゴンガス 

・アルゴンガス（80） 

＋炭酸ガス（20） 

・10～25 

６－１ ・溶接機の種類を記載。 ・ティグ溶接機 
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６－２ ・交流・直流の区別及び正極性・逆極性の別を記載。 ・直流 正極性 

７－１ 

７－２ 

・火技解釈附図第 4、JIS Z3801図３～８に示す曲げ試験片の個数

を種類ごとに「個数/人×姿勢×人数＝合計」で記載。 

・曲げ試験方法及び試験用雄型ジグの半径を記載。 

・＜3 人受験する場

合の裏曲げの例＞ 

3×1×3＝9 

・型曲げ 20R 

８－１ 

８－２ 

溶接方法が TF又はTFBの場合であって、残層を受験溶接士以外の溶

接士が施工する場合 

・残層を溶接する溶接士の氏名を記載。 

・残層を溶接する溶接士の資格を記載。 

・認証 太郎 

・A W-2f F-4 

９－１ 

９－２ 

９－３ 

９－４ 

・別紙に記載 ・別紙1のとおり 

・別紙1のとおり 

・別紙2のとおり 

・別紙2のとおり 

１０ ・試験に関する特記事項を記載 

※規格引張り強さが 400N/㎜２未満の試験材を使用する場合は、ミ

ルシート等で 400N/㎜２以上あるものを使用。 

・＜一例＞ 

STPG370 について

は、ミルシートに

おける引張り強

さが 400N/㎜２以

上のものを使用。 

１１－１ 

１１－２ 

１１－３ 

・計画された試験計画の火技解釈との適合性確認結果を記載。 

・本要領書の確認者氏名を捺印又は署名で記載。「電気工作物の

溶接部に関する民間製品認証規格」のプロセス認証を受けてい

る場合は溶接管理技術者（又は代務者）、その他の場合は溶接

事業者検査員として認められた者。 

・確認年月日を記載 

・■適 □否 

・発電 太郎（直筆） 

・ 

・20xx年○月○日 

発
電 
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溶 接 士 技 能 確 認 試 験 実 施 要 領 書（別紙  １  ） 

本要領書の図書番号 12345-0 改訂番号 0 

溶接条件 

溶接方法の区分 
試験材及び 

溶接姿勢 
棒径(㎜) 電流(A) 電圧(V) 層間温度(℃) 

Ａ Ｗ－２ｆ ３．２ ８０～１３０ ２０～３５ 以下 

Ｗ－ 以下 

Ｗ－ 以下 

* オーステナイト系ステンレス鋼のように層間温度を管理する必要がある場合は層間温度を記載する。 

 積層方法 

 試験材及び開先部の形状・寸法、取付方法(単位：㎜） 

Ａ Ｗ－２ｆ Ｆ－４の場合 
申請書番号：  ABC-１２３     

約 

約 

（ss400を使用） 

継手面の食違い:4.5㎜以下 

（呼び） 

（呼び） 

（PCF1422－103C R  ） 

19

19
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溶 接 士 技 能 確 認 試 験 実 施 要 領 書（別紙  2  ）
本要領書の図書番号 12345-0 改訂番号 0 

 試験片の採取位置及び形状・寸法 （単位：㎜） 

  試験片採取位置 

側曲げ試験片(JIS Z 3801-1997) ※寸法公差は JIS B 0405(1991)の粗級とする 

裏曲げ試験片(JIS Z 3801-1997) ※寸法公差はJIS B 0405(1991)の粗級とする 

試験片の識別方法 試験片の識別番号は、「受験番号」＋「試験片番号」＋「JP刻印」 を打刻とする。 

試験片の識別刻印 例： ＩＳ1  JP 

※刻印は側曲げは表面に、裏曲げは裏面に打刻する。 

試験片番号 

Ｓ１：側曲げ 

Ｒ１：裏曲げ 

Ｓ２：側曲げ 

申請書番号：  ABC-１２３     

 

40
±

0.
8 

19
 

10±0.5

10±0.5

（PCF1422－103C R  ） 

19
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溶 接 士 技 能 確 認 試 験 実 施 要 領 書（別紙  １  ） 

本要領書の図書番号 12345-0 改訂番号 0 

溶接条件 

溶接方法の区分 
試験材及び 

溶接姿勢 
棒径(㎜) 電流(A) 電圧(V) 層間温度(℃) 

TＦ Ｗ－3e 1.2 ８０～１６０ １０～２５ 以下 

Ａ 水平回転 3. 2 ９０～１３０ ２０～３５ 以下 

* オーステナイト系ステンレス鋼のように層間温度を管理する必要がある場合は層間温度を記載する。 

 積層方法 

  水平固定の場合 鉛直固定の場合 

 試験材及び開先部の形状・寸法、取付方法(単位：㎜） 

ＴＦ Ｗ－３ｅ Ｒ－1の場合 

Ａ点が水平軸に対して真下になるよう水平に固定し、

ＡＢ及びＡＤ間を溶接する。 

鉛直に固定し、BCD間を溶接する。 

Ｔｆ 

Ａ（残層）

Ｔｆ 

Ａ（残層）

申請書番号：  ABC-１２３     

継手面の食違い:2.2㎜以下 

11（呼び） 

（PCF1422－103C R  ） 
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溶 接 士 技 能 確 認 試 験 実 施 要 領 書（別紙  2  ） 
片

の

試験片の採取位置及び形状・寸法 （単位：㎜） 

  試験片採取位置 

裏曲げ試験片(JIS Z 3801-1997) 

※寸法公差は JIS B 0405(1991)の粗級とする 

本要領書の図書番号 12345-0 改訂番号 0 

試験片の識別方法 試験片の識別番号は、「受験番号」＋「試験片番号」＋「JP刻印」 を打刻とする。 

試験片の識別刻印 例： 1R1  JP 

※刻印は管の端面に打刻する。 

試験片番号 

Ｒ１~6：裏曲げ 

申請書番号：  ABC-１２３     

40
±

0.
8 

10 ±0.5

10±0.5

（PCF1422－103C R  ） 
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溶 接 士 技 能 確 認 試 験 実 施 要 領 書（別紙  １  ） 

本要領書の図書番号 12345-0 改訂番号 0 

溶接条件 

溶接方法の区分 
試験材及び 

溶接姿勢 
棒径(㎜) 電流(A) 電圧(V) 層間温度(℃) 

T Ｗ－４ｒ １．２ ８０～１６０ １０～２５ １５０ 以下 

T Ｗ－４ｒ ２．４ ８０～１６０ １０～３０ １５０ 以下 

以下 

* オーステナイト系ステンレス鋼のように層間温度を管理する必要がある場合は層間温度を記載する。 

 積層方法 

  水平固定の場合 鉛直固定の場合 

 試験材及び開先部の形状・寸法 (単位：㎜） 

                              

Ｔ Ｗ－４ｒ Ｒ－５の場合 
申請書番号：  ABC-１２３     

23（呼び） 

継手面の食違い:4.5㎜以下 

※被覆アーク溶接とガス溶接以外の溶接方法は、U開先・I開先などでも可。

（被覆アーク溶接とガス溶接は JIS Z 3801-1997 に規定された通りとする。

火技解釈別表第14「溶接士技能試験及び判定基準」参照。） 

（PCF1422－103C R  ） 
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溶 接 士 技 能 確 認 試 験 実 施 要 領 書（別紙  2 ）（1/3） 
本要領書の図書番号 12345-0 改訂番号 0 

 試験材の取り付け方法 （単位㎜） 

・試験材は、適当な方法を用いて図A)のように水平に固定してＡＢ及びＡＤ間を溶接する。 

Ｄ点は水平軸の下端とする。次に図B)のように試験材を鉛直に固定してBCDを溶接する。 

C点は壁の隅の方向にする。溶接はB点、D点のいずれから開始してもよい。 

・溶接方法の区分が M 又は M０の場合にあっては、天井及び壁と試験材の間隔「３００」とあるのは、

「５００」と読み替えるものとする。 

申請書番号：  ABC-１２３     

 

（PCF1422－103C R  ） 
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溶 接 士 技 能 確 認 試 験 実 施 要 領 書（別紙  2 ）（2/3） 
本要領書の図書番号 12345-0 改訂番号 0 

試験片の採取位置及び形状・寸法 （単位：㎜） 

  試験片採取位置 

試験片の識別方法 試験片の識別番号は、「受験番号」＋「試験片番号」＋「JP刻印」 を打刻とする。 

試験片の識別刻印 例： 1Ｓ1  JP 

※刻印は管の端面に打刻する。 

試験片番号 

S1、S3、S5,：側曲げ 

R2、R4、R6：裏曲げ 

申請書番号：  ABC-１２３     

 

（PCF1422－103C R  ） 
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溶 接 士 技 能 確 認 試 験 実 施 要 領 書（別紙  2 ）（3/3） 
本要領書の図書番号 12345-0 改訂番号 0 

側曲げ試験片(JIS Z 3801-1997) 

※寸法公差は JIS B 0405(1991)の粗級とする 

裏曲げ試験片(JIS Z 3801-1997) 

※寸法公差は JIS B 0405(1991)の粗級とする 

申請書番号：  ABC-１２３     

40
±

0.
8 

10±0.5 

10±0.5 

10±0.5

10±0.5

（PCF1422－103C R  ） 




